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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第72期
第１四半期
連結累計期間

第73期
第１四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 (百万円) 14,606 18,152 73,715

経常利益 (百万円) 919 1,026 5,957

四半期(当期)純利益 (百万円) 492 611 2,655

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 353 276 2,927

純資産額 (百万円) 49,182 50,672 51,174

総資産額 (百万円) 68,262 72,679 73,588

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 12.39 15.79 67.41

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ─ ―

自己資本比率 (％) 71.5 69.1 68.9

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会

社)が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の復興

需要等を背景として緩やかに回復傾向にあるものの、欧州債務問題の悪化や新興国経済の足踏み、円高の

長期化など依然として先行き不透明な状況が続いております。

当第１四半期連結累計期間の業績については、受注高17,382百万円(前年同四半期比26.6％減)、売上高

18,152百万円(前年同四半期比24.3％増)、うち海外工事は477百万円となりました。利益面については、震

災復旧関連工事に伴う緊急設置電源の新設工事や発電所の復旧工事により売上が増加し、グループを挙

げ採算性の向上に努めた結果、営業利益977百万円(前年同四半期比12.5％増)、経常利益1,026百万円(前

年同四半期比11.7％増)、四半期純利益611百万円(前年同四半期比24.2％増)となりました。

なお、セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

（建設工事部門）

建設工事部門の受注高は、震災復旧関連工事の受注が減少したことにより、前年同四半期に比べて部

門全体として減少し、6,592百万円（前年同四半期比30.7％減、構成比37.9％）となりました。売上高に

ついては、事業用発電設備案件の増加により、全体として増加し5,336百万円（前年同四半期比13.2％

増、構成比29.4％）となり、営業損失は65百万円となりました。

　
（補修工事部門）

補修工事部門につきましては、発電設備工事が影響し、事業用等の受注高の減少により、10,790百万

円（前年同四半期比23.8％減、構成比62.1％）となりました。売上高についても、自家用の増加により、

12,816百万円（前年同四半期比29.6％増、構成比70.6％）となり、営業利益は1,555百万円となりまし

た。
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(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

(イ) 資産

流動資産は、短期貸付金が4,989百万円増加したものの、現金預金が5,637百万円減少したこと、および

受取手形・完成工事未収入金が690百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて729百万

円減少し53,752百万円となりました。

固定資産は、建設仮勘定が125百万円増加したものの、前連結会計年度末に比べて178百万円減少し

18,927百万円となりました。

　
(ロ) 負債

流動負債は、支払手形・工事未払金が1,072百万円増加したものの、未払法人税等が1,810百万円減少し

たことなどにより、前連結会計年度末に比べて405百万円減少し19,713百万円となりました。

固定負債は、退職給付引当金が1百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて0百万円減

少し2,294百万円となりました。

　
(ハ) 純資産

純資産は、その他有価証券評価差額金が319百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ

て502百万円減少し50,672百万円となりました。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は25百万円であります。なお研究開発活動の状況に重

要な変更はありません。
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(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの主力事業である電力業界においては、電力の供給力確保に向けた取り組みは行われて

いるものの、国内のエネルギー政策の方向性が定まらない状況が続き、当社グループの事業活動もこれら

の影響を受ける可能性があります。

当社グループといたしましては、このたびの東日本大震災の影響による国の方針や顧客の動向をはじ

め、市場の動向や事業環境の変化に注視しながら、顧客のニーズに迅速かつ的確な対応ができるよう当社

の強みである機動力と適正な施工体制を整え、万全を期したいと考えております。

　
(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境および入手可能な情報に基づく経営戦略を立案し、最善の経

営努力をしております。

今後の見通しにつきましては、震災からの復旧・復興に向けた公共投資が本格化し、雇用環境が緩やか

ながら改善傾向にあるものの、欧州債務危機や原油価格の動向は引き続き不安視され、国内景気の先行き

は依然として予断を許さない状況にあると予想されます。

　このような状況下、当社グループといたしましては、先行き不透明な事業環境において、震災復旧工事一

巡後の変化を的確に捉え、市場の動向や顧客ニーズに対し迅速かつ柔軟に対応し、電力の安定供給や震災

の復興支援に貢献できるよう邁進してまいります。　
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,959,000

計 138,959,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,683,96040,683,960
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、1,000株であり
ます。

計 40,683,96040,683,960― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年５月15日(注)△2,000,00040,683,960 ― 4,000 ― 4,645

(注) 　発行済株式総数の減少は自己株式の消却によるものであります。

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 

3,949,000
(相互保有株式)
普通株式

20,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,329,000
38,329 ―

単元未満株式
普通株式

385,960
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 42,683,960― ―

総株主の議決権 ― 38,329 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式347株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
太平電業株式会社

東京都千代田区神田
神保町２―４

3,949,000 ― 3,949,0009.25

(相互保有株式)
東京動力株式会社

神奈川県横浜市鶴見区
佃野町11―８

20,000 ― 20,000 0.05

計 ― 3,969,000 ― 3,969,000 9.3

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 17,848 12,210

受取手形・完成工事未収入金 ※1
 26,489

※1
 25,799

有価証券 1,010 1,010

未成工事支出金 7,398 8,820

材料貯蔵品 2 2

短期貸付金 3 ※3
 4,992

繰延税金資産 610 283

その他 1,123 635

貸倒引当金 △5 △2

流動資産合計 54,481 53,752

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 14,434 14,437

減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,173 △9,259

建物・構築物（純額） 5,260 5,178

機械・運搬具 10,079 10,184

減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,047 △9,136

機械・運搬具（純額） 1,031 1,047

工具器具・備品 1,568 1,597

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,436 △1,452

工具器具・備品（純額） 131 145

土地 4,226 4,227

リース資産 294 327

減価償却累計額 △121 △136

リース資産（純額） 172 190

建設仮勘定 377 502

有形固定資産合計 11,199 11,292

無形固定資産 277 260

投資その他の資産

投資有価証券 4,380 3,994

長期貸付金 82 80

賃貸不動産 1,075 1,075

減価償却累計額 △615 △620

賃貸不動産（純額） 459 454

繰延税金資産 580 681

その他 2,257 2,294

貸倒引当金 △131 △129

投資その他の資産合計 7,629 7,375

固定資産合計 19,106 18,927

資産合計 73,588 72,679
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 ※1
 12,541

※1
 13,614

短期借入金 124 113

リース債務 117 120

未払法人税等 1,914 104

未成工事受入金 2,893 3,450

賞与引当金 843 211

役員賞与引当金 105 27

完成工事補償引当金 18 19

工事損失引当金 289 486

その他 1,269 1,564

流動負債合計 20,118 19,713

固定負債

リース債務 217 217

繰延税金負債 0 0

退職給付引当金 1,973 1,972

その他 103 103

固定負債合計 2,294 2,294

負債合計 22,413 22,007

純資産の部

株主資本

資本金 4,000 4,000

資本剰余金 4,645 4,645

利益剰余金 43,682 42,380

自己株式 △2,251 △1,112

株主資本合計 50,078 49,915

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 710 390

為替換算調整勘定 △49 △63

その他の包括利益累計額合計 660 326

少数株主持分 435 430

純資産合計 51,174 50,672

負債純資産合計 73,588 72,679
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日　
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 14,606 18,152

売上原価 12,305 15,861

売上総利益 2,301 2,290

販売費及び一般管理費 1,431 1,312

営業利益 869 977

営業外収益

受取利息 1 5

受取配当金 53 49

固定資産賃貸料 27 25

保険配当金 3 2

受取保険金 16 7

その他 36 64

営業外収益合計 140 156

営業外費用

支払利息 0 0

固定資産賃貸費用 27 25

為替差損 45 67

その他 16 13

営業外費用合計 90 107

経常利益 919 1,026

特別利益

固定資産売却益 6 －

投資有価証券売却益 12 －

特別利益合計 18 －

特別損失

固定資産除却損 0 －

投資有価証券評価損 － 5

ゴルフ会員権評価損 3 －

災害損失 4 －

特別損失合計 8 5

税金等調整前四半期純利益 930 1,021

法人税、住民税及び事業税 50 80

法人税等調整額 384 330

法人税等合計 434 410

少数株主損益調整前四半期純利益 495 611

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2 △0

四半期純利益 492 611

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2 △0

少数株主損益調整前四半期純利益 495 611
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日　
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △148 △319

為替換算調整勘定 5 △14

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

その他の包括利益合計 △141 △334

四半期包括利益 353 276

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 350 277

少数株主に係る四半期包括利益 2 △0
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【会計方針の変更等】
　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。なお、この変更による

損益への影響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって決済処理しております。　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期　　　間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

 受取手形 654百万円 120百万円

 支払手形 5　〃 4　〃

　

２　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。　

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

 貸出コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

 借入実行残高 ―　〃 ─　〃

 差引額 10,000　〃 10,000　〃

　

※３　担保受入金融資産　

前連結会計年度　(平成24年３月31日)　

       該当事項はありません。

 

当第１四半期連結会計期間　(平成24年６月30日)　

短期貸付金には、4,988百万円の現先取引が含まれております。これにより現先有価証券の売手から担

保として受入れた有価証券の内容及び期末時価は、次のとおりであります。　

内容 債券

時価 4,999百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 283百万円 266百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年４月22日
取締役会

普通株式 437利益剰余金 11平成23年３月31日 平成23年６月30日

　
２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結　　　会

計期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　
　
当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年４月20日
取締役会

普通株式 774利益剰余金 20平成24年３月31日 平成24年６月29日

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

　

３　株主資本の金額の著しい変動

  当社は平成24年４月20日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式2,000,000株

の消却を決議し、平成24年５月15日付で実施いたしました。これにより、資本剰余金が０百万円、利益剰余金

が1,138百万円、自己株式が1,138百万円それぞれ減少しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
建設工事部門 補修工事部門

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 4,714 9,891 14,606

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 4,714 9,891 14,606

セグメント利益 476 1,034 1,510

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,510

全社費用(注) △640

四半期連結損益計算書の営業利益 869

(注)　全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費および共通経費であります。
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
建設工事部門 補修工事部門

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,336 12,816 18,152

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 5,336 12,816 18,152

セグメント利益又は損失(△) △65 1,555 1,489

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,489

全社費用(注) △511

四半期連結損益計算書の営業利益 977

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費および共通経費であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益
 
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

12.39円
 

　―
　

１株当たり四半期純利益
 
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

15.79円
 

　―

　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 492 611

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 492 611

普通株式の期中平均株式数(株) 39,733,343 38,728,346
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

剰余金の配当

平成24年４月20日開催の取締役会において、平成24年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に

対し、次の通り期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 774百万円

②　１株当たりの金額 20円

③　効力発生日（支払開始日） 平成24年６月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月９日

太平電業株式会社

取締役会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　村　　　　茂　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　八　代　　輝　雄　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　尾　川　　克　明　　印

　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平
電業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平
成24年４月１日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年
６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益
計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四
半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施さ
れる質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一
般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続
である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平電業株式会社及び連結子会社の平成24年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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